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 はじめにグローバライゼーションが進展している今日，世界中で２億人以上の人々が出身国以外で生活している。日本においても，ニューカマーと呼ばれる外国人住民が増加している。１９８５年に８５０，６１２人であった外国人登録者数は，２００１年には１，７７８，４６２人，２００６年には２，０８４，９１９人，そして，２０１６年末における在留外国人数は２，３８２，８２２人となっている。国籍・地域別でみると，中国が６９５，５２２人で全体の２９．２％を占め，以下，韓国・朝鮮，フィリピン，ベトナム，ブラジルと続いている（法務省入国管理局２０１７）。在留外国人数を都道府県別にみると，最も多いのは東京都で，大阪府，愛知県と続いている。神奈川県，埼玉県，千葉県，兵庫県，静岡県などにおいても多く，都市圏に集中している。また，群馬県の大泉町は，全人口に外国人住民の占める割合が約１５％，東京都新宿区の大久保地区では住民の約半数が外国人住民であるといわれている。このようなところで は，外国人住民の増加とともに，医療や教育など制度的なことから，ゴミだしといった日常的なことまで様々な問題が発生している。従来，日本に居住している人々は，日本国籍で大和民族，日本で生まれて，日本で育ち，日本語が話せるという人が多いと認識されてきた。しかし，近年はそのような認識を持たない人も増加してきた。文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成２８年度）」の結果を見ると，日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒は９，６１２人で，前回調査（平成２６年度）より１，７１５人（１７．６％）増加した。このうち海外からの帰国児童生徒は２，３９６人で全体の２４．９％である。日本人であることと日本語が話せることは必ずしも一致しなくなっている。また，１９９０年頃から増加してきた日系ブラジル人についていえば，民族と国籍が一致していない。このような事象は，日本も多文化社会について議論すべき時が訪れていることを示唆しているといえるだろう。このような状況の中で，近年では「多文化共生」という概念が全国に広まってきたことから，外国人住民の集住地域を対象として，多文化社会に関
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する研究が行われている。しかし，日本の多くは外国人住民の数は徐々に増加しているが集住地域とはいえない地域である。そのような地域においても「多文化共生社会」は目指すべき社会となっているが，多文化社会に関する研究はそれほどみられない。本稿では，日本に先んじて多文化社会を経験しているアメリカから，多文化社会としての日本の今後を考えていく上でのヒントを見出すことを目的としている。具体的には次の通りである。まず，アメリカおよび日本における移民についての先行研究を整理する。それを踏まえてアメリカに居住する若年層の移民に対する態度を明らかにする。そして，その結果を日本人の外国人住民に対する意識と比較することから，今後，日本が多文化社会に向かっていく中で考えるべきヒントを見出す。若年層を対象とするのは，今後社会を担っていく若年層が多文化社会について有している態度を前提に考察することが有用であると考えるからである。
 先行研究
１ アメリカにおける移民をめぐる議論（１）同化主義論２０世紀初頭，アメリカのシカゴ学派から「同化仮説」が提示された（Park and Burges１９２５=１９７２）。同化仮説，いわゆる同化主義論では，肌の色や顔の形など人種的な生得的特色による指標，あるいは言語，宗教，生活習慣のような文化的指標によって人々を差別するという状況が，社会の合理化，近代化とともに消滅していくとするアプローチである。このアプローチの基礎となっているのは近代化論である。近代化論では，社会は近代化とともに，属性主義，地域主義，伝統主義から業績主義や普遍主義へと人々の価値や行為が変化する。近代化が進展すると，人々の価値や行為が１つの方向に収斂していくということになり，結果として人々は同化しやすくなる。社会の中で人種やエスニシティにおいて差別や争いが生じる場合は，近代化が進展していないということになる。同化主義論は，同化が進んだ結果，集団間の境界が消滅してゆく様相を想定している。パークは同化のプロセスを次のように説明する。ある社会に異質
な人々が流入することで異質な人々が接触するようになる。そこに競合や衝突が生じる。さらに段階が進むと，流入してきた人々がホスト社会に応化し，最終的にはホスト社会の文化や価値を受け入れ同化していく。同化が進まないエスニック集団に対しては，その集団に何らかの問題があり，彼らが不平等な状況を生み出しているという考え方が適用されていた。アメリカは様々な国からの移民で成り立っている国だと認識され，人種のるつぼといわれていたが，アメリカの文化的価値の基盤はWASPの文化だということは留意すべきである。第二次世界大戦後，ゴードン（M.Gordon）は，「同化」を一元的なものではなく，多元的な概念として捉え同化のプロセスを７つの次元に分類した。まずは，移民がホスト社会の文化や言語を理解しマスターする。この段階を「文化変容（acculturation）」もしくは「文化ないしは行動的同化（cultural and behavioral assimilation）」と呼ぶ。次にホスト社会の様々な組織への参加，市民権の獲 得 を 実 現 す る「構 造 的 同 化（structural
assimilation）」段階に進む。さらにホスト社会の人々との関係が深くなると結婚へと向かうケースも増加する。この段階を「婚姻的同化（marital
assimilation）」または「融合（amalgamation）」と呼ぶ。この段階になると，移民たちもホスト国の一員であるという感覚を持つようになり，「自己同定的同化（identificational assimilation）」が生じ，続いて「態度受容的同化（attitude receptional
assimilation）」および「行動受容的同化（behavior
receptional assimilation）」が生じる。これらの段階においては偏見や差別意識，それに伴う態度もなくなる。そして，最終段階として人種・エスニックにおける集団間にコンフリクトがない状態である「公民的同化（civic assimilation）」に至る（Gordon１９６４：６８‐７１）。ゴードンは，同化を達成するには構造的同化の実現がポイントになると論じた。このように同化主義論においては，人間は，エスニック・アイデンティティを変えることが可能で，人種やエスニシティによる集団間の境界を消すことができると考えている。同化主義論は，マイノリティ集団がマジョリティ集団に同化されていくという強者の論理と理解されることが多く
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（de Lepervanche１９８４），今日では一昔前の理論と批判されることが多い。（２）エスニシティ論１９６０年代になると，イタリア人など同化しない集団が強調されるようになってきたことで，グレイザーらによるエスニシティ論が提示されるようになった。グレイザーらは，同化しない集団が存在し続けるのは，エスニック集団が利益集団という側面を持っているからだとした。つまり，エスニシティとは，同化によって消滅するのではなく，自助を達成するための手段，利益を追求する手段として考えた（Glazer and Moynihan１９６３）。また，ヨーロッパ系白人エスニック集団が，アメリカ社会への適応後もエスニシティをシンボルとして選択するという側面も注目された（Gans１９７９=１９９９）。エスニシティは生きるための手段のみならず，自己のアイデンティティを意味づけるためのものとして考えられた（南川２００７）。１９８０年代以降は，メキシコやアジア諸国など，より一層様々な国からの移民が増加し「統合」や「包摂」といった概念が登場してきた。さらに１９９０年代になると，新移民の１．５世代や第２世代，第３世代が研究対象となり，一昔前の理論とされていた同化概念が再定義されるようになった。新しい同化論は，同化をエスニシティの消滅ではなく，文化変容を指す概念として再定義するべきという主張で，エスニシティの維持というよりも，ハイブリッドな新しいアメリカ人への変容過程を強調している点が特徴的である。新しい同化論の代表的な論者であるアルバとニー（Alba and Nee）は「編入」概念を提示した。アルバとニーによると，アメリカの移民研究は「民族的多様性のなかでいかに統合を確立するか」をテーマとして展開されてきた。そして同化は統合の１つの方法であるという。しかし，アルバとニーは，「同化」ではなく「編入」という言葉を用いた。それは，「編入」過程は既存の社会への同化とは異なることを示したかったからであろう（Alba and Nee２００３）。（３）人種論１９６０年代にエスニシティ論が展開されたことで
人種論が台頭してきた。エスニシティ論では，人種をエスニシティの下位概念と見なしていた。当時のアメリカ社会は，非白人によって「人種主義社会」「白人支配」と定義されていた（Blauner１９７２）。公民権運動以降，法的差別が撤廃されたが，人種主義的な実践がアメリカ社会に深く根付いていた。そこで，非白人たちは，人種概念とエスニシティ概念とを分けて，人種主義批判を展開した（Takaki１９８２）。その結果，「黒人」「アジア系」「ヒスパニック」「先住民」を「人種マイノリティ」とし，「白人」の経験に基づいたエスニシティ論とは異なった人種論が展開された。
２ 日本における外国人住民に対する意識につい
ての研究日本人の外国人住民に対する意識についての研究は，これまで多くの研究者によっておこなわれてきた。マクロデータを用いた全国を対象とした研究（田辺２００１；永吉２００８２０１２），外国人住民の集住地域を対象とした研究（鐘ヶ江２００１；濱田２００８；山本・松宮２０１０），そして外国人住民の非集住地域を対象とした研究（俵２００２２００６２０１２）がある。（１）全国および集住地域を対象とした研究まずは，全国および外国人住民の集住地域から得られた知見を述べる。外国人に対する意識についての仮説は，①個人属性仮説，②接触仮説，③ネットワーク仮説，④居住地効果仮説，⑤意識変数を組み込んだ仮説の５つに分けられる（山本・松宮２０１０）。個人属性仮説については，女性であるほど否定的（大槻２００６），年齢が高いほど否定的（田辺２００１；山本・松宮２０１０），教育年数が長いほど肯定的（永吉２００８），ブルーカラーであるほど否定的（濱田２００８）といった知見が報告されている。接触仮説については，外国人とのつきあいがあるほど肯定的（鐘ヶ江２００１），ネットワーク仮説については，親戚とのつきあいがあるほど否定的（山本・松宮２０１０），さらに意識変数を組み込んだ仮説については，地域への貢献意識が高いほど肯定的（鈴木・渡戸２００２），地域への愛着があるほど肯定的（鈴木・渡戸２００２）といった知見が報告されている。
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（２）非集住地域を対象とした研究それでは，非集住地域からはどのような知見が得られているのだろうか。俵がおこなった３つの調査について述べる。１つ目は，１９９８年に実施した外国人住民の非集住地である石川県金沢市と集住地域である愛知県岡崎市における日本人住民の外国人住民に対する意識についての調査である１）。「あなたのお住まいの地域に外国人の居住者が増加してきた場合，どう思いますか」とたずねたところ，外国人住民の占める割合が低い金沢市より，割合が高い岡崎市の方が増加してもよいと思っている人の割合が低い傾向にあった。また，どのような人が外国人住民の増加に肯定的または否定的なのかを明らかにするために，金沢市と岡崎市のサンプルを合わせて重回帰分析をおこなった。独立変数として，性別，年齢，教育年数，個人収入，職業，居住年数，地域（金沢市と岡崎市）を投入した。結果，居住年数が短い人ほど，そして岡崎市民より金沢市民の方が，外国人住民の増加に肯定的であった。さらに，「外国人住民の町内会・自治会への加入に対する意識」「外国人住民の地域行事参加に対する意識」を従属変数として分析をおこなったところ，教育年数が長い人ほど肯定的であった（俵２００２）。２つ目は，２００６年に実施した金沢市民の外国人住民に対する意識についての調査である２）。結果は，金沢市民の多くは，外国人住民と日本人住民とのつきあいに肯定的で，学歴が高い人ほど，男性より女性，近所づきあいの活発な人ほど，外国人住民の増加に肯定的であった（俵２００６）。３つ目は，２０１２年に実施した北陸地方（富山県・石川県・福井県）および東海地方（岐阜県・静岡県・愛知県・三重県）に居住する男性有職者を対象としておこなったインターネット調査である３）。①外国人住民の集住地を多く含む東海地方とほとんど含まない北陸地方では，日本人住民の外国人住民に対する意識に違いがあるのか，②両地方では外国人住民に対する意識の規定要因は異なるのかという２点について検討した。結果は，①意識に違いあり，②規定要因も異なっていた。東海地方の方が北陸地方よりも，居住地域における外国人住民の増加に対して反対派の割合が高い
という結果であった。国籍別でみると，ブラジル人に対する意識については，ブラジル人が多く居住している東海地方の居住者の方が北陸地方の居住者よりも抵抗感が強かった。フィリピン人に対する意識も，フィリピン人が多く居住している東海地方の方が北陸地方よりも「抵抗あり派」の割合が高いという結果であった。これらは金沢市・岡崎市調査と同様で，外国人住民の集住地域の方が非集住地域よりも，日本人住民の外国人住民への抵抗感が強いという結果である。規定要因については次のような結果であった。北陸地方においては，異質性を重要視する人ほど，権威主義的な人ほど，相互扶助意識の高い人ほど外国人住民の増加に肯定的で，東海地方においては，異質性を重要視する人ほど，そして社会貢献意識の高い人ほど外国人住民の増加に肯定的であった。北陸地方および東海地方ともに異質性を重要視する人ほど外国人住民の増加に肯定的であった（俵２０１２）。外国人住民に対する意識についての規定要因は，非集住地域での調査結果と全国および集住地域のデータから得られた結果と比較すると，教育年数など一致している要因もあるが，一致していない要因もある。また，性別のように集住地域と非集住地域のどちらにおいても規定要因であるが，集住地域は男性の方が，非集住地域は女性の方が肯定的と結果が異なる。さらに，金沢市・岡崎市調査および北陸地方・東海地方インターネット調査から，外国人住民が集住すると，日本人住民の彼らに対する抵抗感が強くなり，外国人住民の増加に対して反対派が多くなるという知見を得ている。これらのことから，外国人住民の集住地域に居住する日本人住民と非集住地域に居住する日本人住民の外国人住民に対する意識は異なることが明らかとなった。
３ 検討事項ここまで，アメリカにおける移民をめぐる議論，および日本における外国人住民に対する意識についての研究を整理した。アメリカにおける移民をめぐる議論からは，ホスト社会への同化が当然視されていた社会から，エスニシティを維持することが認められる社会へと変容したこと，さらには，ハイブリッドな新し
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いアメリカ人像を創出する社会へと変容していることがわかる。換言すると，差異の消滅を目指した社会から差異の維持，そして差異の強調が選択肢となった社会への変容といえるだろう。さらにはその差異を調整する社会へと変容しようとしていることがうかがえる。アメリカは，日本よりも先んじて多文化社会を経験しているといえるだろう。日本における外国人住民に対する意識についての研究では，外国人住民に対する意識は，性別，年齢，教育年数，職業，外国人とのつきあいや接触の程度などによって規定されていた。また，日本では，外国人住民の集住地域に居住する日本人住民と非集住地域に居住する日本人住民の外国人住民に対する意識は異なるという結果を得た。しかし，日本よりも長く多文化社会を考えてきたアメリカの人々は，日本社会で生きている人々とは，外国人住民に対する意識や態度は異なることが考えられる。そこで本稿では次の２点を検討する。①移民の割合が異なる地域では，アメリカ人住民の移民に対する態度に違いがあるのか。②アメリカ人住民の移民に対する態度を規定している要因は何か。そしてそれらは日本における外国人住民に対する意識の規定要因と異なるのか。
 データ本調査は，筆者が分担者となっている科研費プロジェクト「計量社会学的方法による若年層の価値と規範に関する国際比較研究」によって実施された「アメリカ価値観調査」で得られたデータを使用する。この調査の本来の目的は，２０１６年大統領選挙の投票行動が特徴的な州における，アメリカの現代の若年層の価値意識・生活行動に関するデータを収集し，新しい質問項目開発をおこなうことである。実査期間は，日本時間２０１７年３月２日（木）１８時から７日（火）１４時にかけてである。調査地域は，アメリカ合衆国の３州スイング・ステート（Swing state）であるミシガン州（State of Michigan），共和党支持州（Red State）であるジョージア州
（State of Georgia），民主党支持州（Blue State）であるカリフォルニア州（State of California）とした。調査対象者は，２０１６年末時点で，満１８歳から３９歳（１９７７年～１９９８年生まれ）である。調査法は登録モニターを用いたインターネット法である。標本設計（割付）は次のとおりである。州（３区分）ごとに３００人以上回収し，州ごとに，性別，年代（１８‐２４歳，２５‐２９歳，３０‐３９歳）の６セルで割付を行った。割付に際しては，U.S. Census
Bureau, 2011-2015 American Community Survey 5-
Year Estimatesを用いた。設計サンプルサイズは９００以上を目標とし，有効回答数は９３４であった。
 分析
１ 地域別にみた外国人住民に対する態度本節では，第２節で示した２点について検討する。まずは，移民の割合が異なる地域では，アメリカ人住民の移民に対する態度に違いがあるのか，ないのかという点について分析した。移民の割合については，今回の調査地であるミシガン州，ジョージア州，カリフォルニア州のそれぞれの全人口に占める外国生まれの割合を U.S.
Census Bureau, 2011-2015 American Community
Surveyで調べ，順位をつけた。カリフルニア州が最も高く２７．０％，次にジョージア州９．９％，最も低いのはミシガン州で６．３％であった。移民に対する態度については，「隣に移民の家族が引っ越ししてきたらかなり気になる」「移民が犯罪率を上げている」「アメリカに居住する移民はアメリカの行動様式に従うべきだ」「アメリカへの移民は減らすべきだ」「移民はアメリカ市民の仕事を奪っている」「アメリカで働く移民は最終的には祖国に帰るべきだ」「移民がアメリカに来るのは福祉を受けるためだけであることがよくある」「移民の習慣や伝統はアメリカに合わないことがよくある」「アメリカ文化は移民によって豊かになる」の９項目についてたずね，５件法で回答してもらった。それぞれの項目を地域別で分析したところ，次のような結果となった。「隣に移民の家族が引っ越ししてきたら気になる」については，「強くそう思う」と「そう思う」を合わせた肯定派は，最も移民割合が低いミシガン州で１７．３％，ジョージア州は２１．１％，最も移民
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割合が高いカリフォルニア州は３２．５％であった。また，「思わない」と「まったく思わない」を合わせた否定派は，ミシガン州は６５．８％，ジョージア州は６６．９％，カリフォルニア州は５２．８％であった（表１）。「移民が犯罪率を上げる」については，肯定派は，ミシガン州１９．９％，ジョージア州２３．２％，カリフォルニア州３２．０％で，否定派は，ミシガン州５８．６％，ジョージア州５６．９％，カリフォルニア州４７．１％であった（表２）。「移民はアメリカ様式に従うべき」については，肯定派は，ミシガン州４５．０％，ジョージア州５１．５％，カリフォルニア州５０．２％で，否定派は，ミシガン州２３．２％，ジョージア州２３．３％，カリフォルニア州２３．０％であった（表３）。「アメリカへの移民の数を減らすべき」については，肯定派は，ミシガン州３３．０％，ジョージア州３３．４％，カリフォルニア州４４．３％で，否定派は，ミシガン州３９．４％，ジョージア州３６．３％，カリフォルニア州３０．８％であった（表４）。「移民はアメリカ市民の仕事を奪っている」については，肯定派は，ミシガン州３２．６％，ジョージア州３２．６％，カリフォルニア州３４．３％で，否定派は，ミシガン州４９．６％，ジョージア州４３．０％，カリフォルニア州４５．５％あった（表５）。「移民は祖国に帰るべき」については，肯定派は，ミシガン州１６．６％，ジョージア州１８．７％，カリフォルニア州は２９．２％で，否定派は，ミシガン州５４．４％，ジョージア州５７．１％，カリフォルニア州４９．０％あった（表６）。「移民は福祉を受けるために入国」については，肯定派は，ミシガン州２６．２％，ジョージア州３５．３％，カリフォルニア州３６．４％で，否定派は，ミシガン州５３．４％，ジョージア州４５．１％，カリフォルニア州４４．５％であった（表７）。「移民の習慣や伝統はアメリカ社会に合わない」については，肯定派は，ミシガン州３６．５％，ジョージア州４５．９％，カリフォルニア州３９．２％で，否定派は，ミシガン州３６．８％，ジョージア州３１．０％，カリフォルニア州３４．６％あった（表８）。「移民によってアメリカ文化は豊かになる」については，肯定派は，ミシガン州６６．３％，ジョージア州６４．７％，カリフォルニア州６８．９％で，否定派は，ミシガン州１３．６％，ジョージア州１３．５％，カリフォルニア州１２．７％であった（表９）。どの項目も総じて「どちらともいえない」と回答した人が多かった。
それぞれの項目でカイ二乗検定を行ったところ，「隣に移民の家族が引っ越ししてきたら気になる」については１％水準で有意，「移民が犯罪率を上げる」および「移民は祖国に帰るべき」については５％水準で有意，「アメリカへの移民の数を減らすべき」，「移民はアメリカ市民の仕事を奪っている」，「移民の習慣や伝統はアメリカ社会に合わない」については１０％水準で有意であった。最後に，すべての項目について移民に対して最も否定的な回答を５点，最も肯定的な回答を１点として全項目の回答を加算し，「外国人嫌い」変数とした。各州の「外国人嫌い」の数値の平均を比べるために分散分析を行ったところ，ミシガン州は２３．４４，ジョージア州は２４．２３，カリフォルニア州は２５．２９となり，居住地の効果は５％水準で有意であった。外国生まれの割合が高いカリフォルニア州の方が，外国生まれの割合の低いミシガン州よりも移民に否定的で，外国人嫌いの程度が高いことが明らかとなった。
２ アメリカ住民の移民に対する態度の規定要因次に，アメリカ人住民の移民に対する態度を規定している要因を明らかにする。「外国人嫌い」変数を従属変数として重回帰分析をおこなった。独立変数については，日本における外国人住民に対する意識についての先行研究から，年齢，性別（男性０ 女性１），学歴（ハイスクール卒業から博士過程終了までの８段階），世帯収入（３２段階の順序尺度），従業上の地位（正社員０ 正社員以外１），結婚経験の有無（無０有１），居住地（ミシガン州１ ジョージア州２カリフォルニア州３），階層帰属意識（５段階）を，アメリカにおける移民をめぐる議論から，エスニシティ（ヒスパニック・ラテン・スペイン系以外０ ヒスパニック・ラテン・スペイン系１），人種（有色０ 白人１）を，さらにアメリカ社会であることを考え，信仰宗教の有無（無０ 有１）の１１変数を投入した。結果は，性別，人種，結婚経験の有無，居住地が１％水準で有意，従業上の地位と階層帰属意識が５％水準で有意となった（表１０）。女性よりも男性の方が，有色人種よりも白人の方が，結婚経
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表１ 移民家族が隣に引っ越ししてくると気になる（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan ８．５ ８．８ １６．９ １９．９ ４５．９ １００．０ ３０７
Georgia ９．７ １１．４ １２．０ ２０．８ ４６．１ １００．０ ３０８
California ２０．７ １１．８ １４．８ １５．１ ３７．７ １００．０ ３０５
Total １２．９ １０．７ １４．６ １８．６ ４３．３ １００．０ ９２０
df=8 p<.01表２ 移民が犯罪率を上げる（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan ４．６ １５．３ ２１．５ ２４．１ ３４．５ １００．０ ３０７
Georgia ６．６ １６．６ １９．９ ２３．８ ３３．１ １００．０ ３０２
California １０．９ ２１．１ ２１．１ １６．８ ３０．３ １００．０ ３０４
Total ７．３ １７．６ ２０．８ ２１．６ ３２．６ １００．０ ９１３
df=8 p<.05表３ 移民はアメリカの行動様式に従うべき（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan ２０．６ ２４．４ ３１．８ １６．１ ７．１ １００．０ ３１１
Georgia ２６．９ ２４．６ ２５．２ １４．９ ８．４ １００．０ ３０９
California ２２．０ ２８．２ ２６．９ １２．５ １０．５ １００．０ ３０５
Total ２３．１ ２５．７ ２８．０ １４．５ ８．６ １００．０ ９２５
df=8 n.s.表４ アメリカへの移民の数を減らすべき（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan １６．２ １６．８ ２７．５ ２１．０ １８．４ １００．０ ３０９
Georgia １４．９ １８．５ ３０．２ １８．８ １７．５ １００．０ ３０８
California １９．５ ２４．８ ２４．８ １３．９ １６．９ １００．０ ３０２
Total １６．９ ２０．０ ２７．５ １８．０ １７．６ １００．０ ９１９
df=8 p<.10
／営業別／北野／北陸学院大学／研究紀要１０号　２０６０７／本文／０８俵  2018.02.02 09.09.02  Page 85 
北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要 第１０号（２０１７年度）
－８６－
表５ 移民はアメリカ市民の仕事を奪っている（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan １２．３ ２０．３ １７．７ ２６．１ ２３．５ １００．０ ３１０
Georgia １３．４ １９．２ ２４．４ １５．６ ２７．４ １００．０ ３０７
California １５．８ １８．５ ２０．１ １９．８ ２５．７ １００．０ ３０３
Total １３．８ １９．３ ２０．８ ２０．５ ２５．５ １００．０ ９２０
df=8 p<.10表６ 移民は祖国へ帰るべき（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan ６．８ ９．８ ２９．０ ２３．８ ３０．６ １００．０ ３０７
Georgia ９．２ ９．５ ２４．２ ２６．１ ３１．０ １００．０ ３０６
California １２．３ １６．９ ２１．９ ２２．２ ２６．８ １００．０ ３０２
Total ９．４ １２．０ ２５．０ ２４．０ ２９．５ １００．０ ９１５
df=8 p<.05表７ 移民は福祉を受けるために入国（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan １０．３ １５．９ ２０．５ ２１．９ ３１．５ １００．０ ３０２
Georgia １５．０ ２０．３ １９．６ １６．９ ２８．２ １００．０ ３０１
California １６．５ １９．９ １９．２ １５．２ ２９．３ １００．０ ２９７
Total １３．９ １８．７ １９．８ １８．０ ２９．７ １００．０ ９００
df=8 n.s.表８ 移民の習慣や伝統はアメリカ社会に合わない（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan １１．４ ２５．１ ２６．７ ２０．８ １６．０ １００．０ ３０７
Georgia １８．２ ２７．７ ２３．１ １７．５ １３．５ １００．０ ３０３
California １５．５ ２３．７ ２６．３ １４．５ ２０．１ １００．０ ３０４
Total １５．０ ２５．５ ２５．４ １７．６ １６．５ １００．０ ９１４
df=8 p<.10
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験のない人よりある人の方が，そして外国生まれの人が多く居住している州の住民の方が，また，正社員でない人より正社員の人の方が，階層帰属意識の高い人の方が，外国人嫌いであることが明らかとなった。
 考察第２節で示した検討事項の１つ目である移民の割合が異なる地域では，アメリカ人住民の移民に対する態度に違いがあるのか，ないのかについては，違いがあるという結果であった。外国生まれの割合が最も高いカリフォルニア州，次に割合が高いジョージア州，最も低いミシガン州の順に「外国人嫌い」の傾向が見られた。つまり，移民が多い地域に居住する人の方が，移民に対して厳しい
態度であることが明らかとなった。この結果は，金沢・岡崎調査および北陸・東海調査の結果と同様である。詳細をみると，外国生まれの割合が高い州に居住している人ほど，隣に移民家族が引っ越してくると気になり，移民が犯罪率を上げていると考え，アメリカで働いている移民は最終的には祖国に帰るべきだと考えている。以上の結果から，移民のサイズが大きくなると，住民の彼らに対する抵抗感が強くなり，住民の外国人嫌いの程度が高まるといえる。この事実を説明するものとして接触仮説を挙げることができる。P.ブラウ（Blau）は，社会結合は社会的接触への機会により，機会が増加するほど偶然の出会いが起こりやすく，それらの中には，定期的な結合や近しい社会関係に発展するものもあるとしている。たとえば，黒人との接触機会が少ない白人は，黒人の友人を持つ割合が１０％以下だが，接触機会が多い白人は，２５％以上である（Blau１９７７：７９‐８０）。関係を構築するためには接触機会がなければならない。しかし，接触すれば良好な関係へと進展していくとは限らない。金沢・岡崎調査，北陸・東海調査においても日本人住民と外国人住民との接触が多いと予想される地域の方が，相互理解へと進まず，逆にセグリゲート化が進んでいるといえる。これは接触の仕方が１つの理由であると考えられる。
G.オルポート（Allport）は，接触の中でも偶然の接触はかえっていろいろな問題を以前よりも悪化させていく可能性があることを指摘している。接触が望ましい効果をもつための条件の１つは「知識供給の接触」が行われることであるという（Allport１９５４=１９６１：３６‐８）。知識供給の接触とは，オルポートの接触仮説を整理した R.ブラウ
表９ 移民によってアメリカ文化は豊かになる（％）
Strongly
Agree Agree
Neither
Agree nor
Disagree
Disagree StronglyDisagree Total n
Michigan ３５．９ ３０．４ ２０．１ ８．１ ５．５ １００．０ ３０９
Georgia ２９．７ ３５．０ ２１．８ ４．６ ８．９ １００．０ ３０３
California ３４．６ ３４．３ １８．３ ７．８ ４．９ １００．０ ３０６
Total ３３．４ ３３．２ ２０．０ ６．９ ６．４ １００．０ ９１８
df=8 n.s.表１０「外国人嫌い」を従属変数とした重回帰分析年齢 ―．０１９性別 ―．２２７＊＊学歴 ．０４９世帯収入 ―．０５４従業上の地位 ―．０８６＊エスニシティ ―．０４６人種 ．１３９＊＊結婚経験の有無 ．１５７＊＊信仰宗教の有無 ―．０４７居住地 ．１１７＊＊階層帰属意識 ．１０３＊
R 2 ．１５５＊＊
Adj. R 2 ．１４０
N ６４０注）＊＊：p＜．０１ ＊：p＜．０５ †：p＜．１０（表中の数値は標準化回帰係数）
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ン（Brown）の表現を借りれば，「接触が当該集団成員間に意味のある関係性を発達させるのに十分な，頻度，期間，および密度の濃さを有する」（Brown１９９５=１９９９：２４５）接触である。毎日お互いに顔を合わせ会釈したとしても，それは単なる接触であり知識供給の接触とはいえない。接触の次の段階として，相互作用を重ね相互理解を深める方向に向うのか，またはお互いの差異を認識し，到底理解し合うことはできないと考え，セグリゲート化に向かうのかということは，接触が知識供給の接触かどうかということによる。また，お互いに見かける程度であれば，それは接触の前段階で，先入観でお互いを見ていることから外国人嫌いの傾向が強くなっているとも考えられる。アメリカは日本と異なり，多文化主義を推進し，多文化教育を行ってきた。そのような社会であっても一定数は移民に対しては厳しい態度であることが明らかとなった。特に「移民はアメリカの行動様式に従うべき」という項目については，約半数の人が肯定派であった。どの程度まで，また何に対してアメリカの様式に従うことを望んでいるのかは，さらなる調査をおこなわないとわからないが，移民に対して，ある程度，アメリカ社会への同化を望んでいるといえる。一方，「移民によってアメリカ文化は豊かになる」と考えている人も約６７％いる。アメリカの若者は，アメリカ社会に文化的多様性を認めることと，１つの共通の文化を志向することのはざまで揺れているのかもしれない。アルバとニーは，アメリカの移民研究のテーマは「民族的多様性のなかでいかに統合を確立するか」（Alba and Nee ２００３）と述べているが，まさしくそのテーマ通りの結果といえるだろう。多様性と統合の両立は難しい。結局のところ，どの程度まで多様性を認めるかという問いにならざるをえないだろう。次に，アメリカ住民の移民に対する態度の規定要因について，日本人住民の外国人住民に対する意識の規定要因と異なるのか，同様なのかという問いを検討する。今回のアメリカ調査では，女性よりも男性の方が，有色人種よりも白人の方が，結婚経験のない人よりある人の方が，そして外国生まれの人が多く居住している州の住民の方が，また，正社員で
ない人より正社員の人の方が，階層帰属意識の高い人の方が，外国人嫌いであることが明らかとなった。外国生まれの人が多く居住している州の住民の方が外国人嫌いであることは，先の検討事項と矛盾しない。移民と接触する機会が多い人ほど，外国人嫌いになるということである。白人，正社員，階層帰属意識の高い人は現在のアメリカ社会にある程度満足しており，移民の流入によるアメリカ社会の変容を望んでいないことから外国人嫌いであると考えられる。結婚経験のある人は家族を守るという経験から，結婚経験のない人よりも保守的であることが考えられ，外国人嫌いの傾向があると考えられる。日本の調査結果と今回のアメリカ調査は，質問項目やワーディングが異なるため，単純に比較することはできないが，参考にはなると考え，あえて比較する。日本における外国人住民に対する意識は，性別，年齢，教育年数，職業，外国人とのつきあいや接触の程度などによって規定されていた。そのうち性別，外国人との接触の程度は，今回のアメリカ調査でも有意であった。また，従業上の地位も有意であった。年齢についてはアメリカ調査では若年層に限っているので有意にならなかったと考えられる。しかし，年齢がコントロールされているとはいえ，教育年数が有意にならなかったことについては考える必要があるだろう。日本においては外国人住民に対する意識は，教育年数が長いほど寛容であるという結果が示されている研究が多い。これは，教育年数が長い人ほど，より異質な人との接触経験を持っていたり，多文化社会に関する知識が豊富であったりと広い視野を持ち合わせているからだと考えられている。アメリカにおいては，多文化社会であることから異質な人との接触経験の豊かさや，公立学校で多文化教育を実施していることから多文化社会についての知識や経験に関して，学歴による差がほとんどないことから有意にならなかったのかもしれない。
 おわりに本稿は，①移民の割合が異なる地域では，アメリカ人住民の移民に対する態度に違いがあるのか，②アメリカ人住民の移民に対する態度を規定して
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いる要因は何か，そしてそれらは日本における外国人住民に対する意識の規定要因と異なるのか，これら２点について検討した。前者については，移民が多い地域に居住する人の方が，移民に対して厳しい態度であることが明らかとなった。この結果は，金沢・岡崎調査および北陸・東海調査の結果と同様である。移民のサイズが大きくなると，住民の彼らに対する抵抗感が強くなり，外国人嫌いの程度が増す。後者については，女性よりも男性の方が，有色人種よりも白人の方が，結婚経験のない人よりある人の方が，そして外国生まれの人が多く居住している州の住民の方が，また，正社員でない人より正社員の人の方が，階層帰属意識の高い人の方が，外国人嫌いであることが明らかとなった。日本における規定要因と比較すると教育に関する変数が有意にならなかったことが挙げられる。この理由の解明は今後の課題である。以上のように，日本に先んじて多文化社会を経験し，それについて長年考えてきたアメリカにおいても，日本と同様，移民との接触が多いと考えられる地域に居住する人は外国人嫌いの程度が高いという結果であった。この結果に基づくと多文化化が進展しても，相互理解は進まないということになる。むしろ，多文化化が進展するほど，相互理解は進まないということである。また，今後，日本の多文化化が進んでいくと，教育の効果もなくなることが予想される。現在，日本でも多文化教育が検討されはじめているが，より一層，その教育内容を検討することが求められているといえる。【注】１） 「高齢化社会での住民生活に関する意識調査」である。調査対象地は石川県金沢市および愛知県岡崎市内全域で，１９９８年１１月に実施した。郵送法による調査票調査で，サンプルサイズは両市それぞれ１，０００である。調査対象者は４０歳から７９歳の男女で，選挙人名簿より確率比例抽出法で抽出した。有効回収率は５９．６％であった．２） 金沢市と金沢大学文学部社会学研究室との共同研究として実施した「市民のコミュニティに関する意識・行動調査」である。調査地域は金沢市内全域で，２００６年９月から１０月にかけて実施した。郵送法による調査票調査で，サンプルサイズは１５００である。調査対象者は２００６
年４月１日時点で満２０歳以上８０歳未満の金沢市民で，住民基本台帳および外国人登録者名簿より系統抽出法で抽出した。有効回収率は５２．３％であった。３） 北陸地方（富山県・石川県・福井県）および東海地方（岐阜県・静岡県・愛知県・三重県）に居住する２５歳から３９歳までの男性有職者を対象とした調査である。サンプルサイズは１０００で，住民基本台帳に基づき，都道府県の人口比に合わせてケース数を割り当てたところ，富山県６０，石川県６３，福井県４４，岐阜県１１４，静岡県２０９，愛知県４０８，三重県１０２となった。実査は２０１２年２月２４日から２月２７日にかけておこない，４日間で回答を得ることができた。画面作成と実査は調査会社に依頼した。
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